
防災・減災

「まもる」
やまなし

重点目標８ 自然災害からの生命・財産の保護

施策13 水害対策の推進

流下能力向上！

想定を遙かに上回る豪雨災害に対して、流域のあらゆる関係者（行政、企業、住民）が協働し、「流域治水」に取り組むことが重要

横川流域を特定都市河川に指定
（令和７年９月１日）

イメージ 伏越の増設 ４流域でアクションプランを作成

改修後改修前

流域治水の取組

河川改修

渋川（笛吹市）

実績 効果

■ 河川整備による流下能力の向上と計画規模における想定氾濫区域約340haの解消

■ 家屋や農地における浸水リスクの低減による地域の治水安全度の向上

■ 河川情報システムや浸水想定区域図等の防災情報充実による住民の避難行動支援

■ 流域治水の普及啓発による地域全体で水害に備える意識の醸成

■ 横川流域の特定都市河川指定及び流域治水対策の推進

■ 流域治水に関する取組及び普及啓発の実施

■ 鎌田川をはじめとする3河川における河道拡幅の完了

■ 河川情報システムの保守・点検及び浸水想定区域図の作成

指標
当初
（R1）

実績
（R7）

目標
（R7）

指標10：河川整備計画における河川の整備率 （%） 55 67 67

改修イメージ図
改修前断面

改修後断面

H.W.L

流下能力
10m3/s ⇒ 25m3/s

37４⃣施策ごとの実績と効果



土砂災害警戒区域

甲
斐
小
泉
駅

防災・減災

「まもる」
やまなし

重点目標８ 自然災害からの生命・財産の保護

施策14 土砂災害・山地災害対策の推進（土砂災害対策）

GPSもしくは
住所検索から
位置情報を取得

土砂災害
警戒区域

累計雨量情報の表示を追加
スマートフォン機能の改良

→ わかりやすい表示に改修

24H雨量凡例 72H雨量凡例

60分雨量に加え、
24H雨量、72H雨量
状況の表示を追加

スマートフォン画面

土石流から
235戸の
人家を保全

土砂災害警戒情報システムリニューアル

ハード対策 ソフト対策

砂防事業：古杣西沢（北杜市長坂町小荒間）

急傾斜地崩壊対策事業：瀬戸日影（身延町瀬戸）

実績

斜面の崩壊から
4戸の人家・
避難場所・避難路の保全

土砂災害特別警戒区域
から人家影響部を解除

土砂災害特別警戒区域
を解除

土砂災害
警戒区域

JR小海線

避難場所

避難路

：土砂災害特別警戒区域解除範囲

効果

■ 砂防事業及び急傾斜地崩壊対策事業37箇所の完了による土砂災害リスクの低減

■ 土砂災害から保全される人家戸数1,233戸の増加による地域の安全性向上

■ 土砂災害警戒情報システムの機能強化による住民の迅速な避難判断への支援

■ ハード・ソフト一体の対策による人的被害リスクの低減への寄与

■ 古杣西沢をはじめとする18箇所の砂防事業及び

瀬戸日影をはじめとする19箇所の急傾斜地崩壊対策事業の完了

■ 土砂災害警戒情報システムのリニューアルによる情報提供機能の強化

指標
当初
（R1）

実績
（R7）

目標
（R7）

指標11：砂防施設の整備により土砂災害から守られている人家戸数 （戸） 180 1,413 1,380

384⃣施策ごとの実績と効果



防災・減災

「まもる」
やまなし

重点目標８ 自然災害からの生命・財産の保護

施策14 土砂災害・山地災害対策の推進（山地災害対策）

ジアカ沢（市川三郷町）

小倉（北杜市）

整備後整備前

整備後整備前

懸垂幕設置 ポスター掲示 県HP周知

治山施設の整備 山地災害防止パトロールの実施

山地災害危険地区の周知

実績 効果

■ 山地災害危険地区94地区における治山施設の新規整備

■ 県と市町村の協同による山地災害防止パトロールの実施

■ 懸垂幕、ポスター、パンフレット等を活用した広報活動の実施

■ 県ホームページによる山地災害危険地区の位置情報の周知

■ 治山施設の整備による山地災害リスクの低減

■ 山腹崩壊や土石流等による被害軽減と地域の安全性向上

■ 山地災害防止パトロールによる危険箇所の状況把握と事前防災対策への活用

■ 危険地区情報の周知による避難判断支援と防災意識の醸成

■ ハード・ソフト一体の対策による人的被害リスクの低減への寄与

指標
当初
（R1）

実績
（R7）

目標
（R7）

指標12：山地災害危険地区の新規対策地区数 （地区） 2,338 2,432 2,432

394⃣施策ごとの実績と効果



防災・減災

「まもる」
やまなし

重点目標８ 自然災害からの生命・財産の保護

施策15 富士山火山防災の推進

国道358号（右左口登坂）

国道300号（中之倉バイパス）

施工箇所

遊砂地工等の整備

浅間沢施工状況整備前

（主）河口湖精進線（大石工区）

国道138号（新屋拡幅）

富士山噴火避難・道路ネットワーク イメージ図

実績 効果

■ 富士山火山噴火時の避難・救援を支える３放射・３環状道路ネットワークの形成に

向けた道路・トンネル等の整備推進

■ 国道137号（新たな御坂トンネル）の新規事業化及び

（一）青木ヶ原船津線（足和田バイパス）の工事着手

■ 富士山における砂防施設整備及び調査・監視等のソフト対策の実施

■ ３放射・３環状道路ネットワークの整備進展による避難・救援ルートの多重性・代

替性の向上

■ 道路改良、バイパス整備、トンネル整備による災害時における通行の安全性・確実

性の向上

■ ハード・ソフト一体の火山防災対策による生命・財産への被害軽減への寄与

主な避難想定ルート

404⃣施策ごとの実績と効果



防災・減災

「まもる」
やまなし

重点目標８ 自然災害からの生命・財産の保護

施策16 インフラ耐震対策の推進（道路施設）

整備後

（一）山梨笛吹線 四ノ橋

実績 効果

■ 橋梁の耐震対策による大規模地震時の落橋・重大損傷リスクの低減

■ 救助・救援活動、緊急物資輸送及び復旧活動を支える道路基盤の強化

■ 道路ネットワークの寸断防止による地域孤立リスクの低減

■ 応急復旧の迅速化による生活基盤の早期回復への寄与

整備前

（主）市川三郷身延線 山田川橋

（主）富士川身延線 願い橋

（主）韮崎南アルプス中央線 豊積橋

整備後整備前

整備後整備前

■ （一）山梨笛吹線 四ノ橋をはじめとする134箇所の橋梁耐震工事の完了

■ 15m以上の対策が必要な橋梁230箇所における耐震工事の全箇所着手

■ 対策が必要な跨線橋・跨道橋27箇所における耐震工事の全箇所着手

■ 緊急輸送道路の橋梁及び跨線橋・跨道橋の72%の耐震化が完了

整備後整備前

指標
当初
（R1）

実績
（R7）

目標
（R7）

指標13：緊急輸送道路の橋梁及び跨線橋・跨道橋の耐震化率 （%） 46 72 72

414⃣施策ごとの実績と効果



防災・減災

「まもる」
やまなし

重点目標８ 自然災害からの生命・財産の保護

施策16 インフラ耐震対策の推進（下水道）

変状無し・機能維持

マンホールと下水道管の
接続部の破損を防ぐため
緩衝材を施し、施設の
保護を行う装置の設置

液状化現象による
マンホールの浮上を
防ぐため、マンホール
本体にリング状の浮上
防止装置の設置

マンホールの浮上

機能不全

道路の破損

未処理水漏水

流域下水道幹線管路図 地震発生時のマンホールと下水道管路のイメージ図

マンホールの浮上防止設置で耐震化

マンホールと下水道管の接続部を耐震化

完 成施工前

施工前 緩衝材設置 完 成

実績 効果

■ 施工対象延長222.1kmのうち、下水道管路施設216.9kmの耐震化を完了

■ 下水道管路施設の耐震化率98％を達成

■ 下水道管路施設の耐震化による地震時の下水道機能の確保

■ 管路破損に伴う道路陥没等の二次被害リスクの低減

■ 下水道機能の維持による公衆衛生及び避難生活環境の確保

■ 災害発生後の早期復旧を支える下水道基盤の強化

山梨県流域下水道色別区分及び図面凡例

流域下水道幹線管路

流域幹線耐震化済管路

災害拠点病院等医療機関

山梨県流域処理場

指標
当初
（R1）

実績
（R7）

目標
（R7）

指標14：下水道管路施設の耐震化率 （%） 77 98 100

424⃣施策ごとの実績と効果



防災・減災

「まもる」
やまなし

重点目標８ 自然災害から生命・財産の保護

施策17 住宅・建築物の耐震化の促進

チラシ等による周知防災出張講座 テレビCMによる周知

イベントでの周知

きたい しんか

木体 心果ちゃん
（耐震キャラクター）

 取り組み内容
• 木造住宅の耐震化を促進し、県民の安全確保や地震後の復旧等の軽減化を図ることを

目的として、耐震化の促進のための啓発や財政支援を実施

 補助実績（R2～R7）
• 耐震診断 1,471件 累計 11,575件（H15～）
• 耐震設計    271件 累計 646件（H24～）
• 耐震改修等    276件 累計 952件（H17～）

 普及啓発の取り組み
• 県、市町村、民間建築関係団体で構成する連絡会、ＷＧを開催
• 戸別訪問、ＤＭにより耐震化の必要性や補助制度について周知
• テレビCM、ラジオ、新聞広告等を活用した耐震化の意識啓発
• イベントでの周知
• 防災出張講座の開催

 取り組み内容
• 緊急輸送道路等の沿道建築物の耐震化を促進し、建築物の倒壊による道路の閉塞を防

ぎ、住民の避難路や緊急車両の通行を確保することを目的として、沿道建築物の耐震
化のための啓発や財政支援を実施

 補助実績（R2～R7）
• 耐震診断 110件 累計 325件（H27～）
• 耐震設計   20件 累計 40件（H28～）
• 耐震改修等   65件 累計 102件（H28～）

 普及啓発の取り組み
• 耐震性のない建物所有者に対し、戸別訪問、ＤＭにより耐震化の必要性や補助制度に

ついて周知

住宅の耐震化 改修事例

避難路沿道建築物の耐震化

耐震化の周知

実績 効果

■ 住宅の耐震診断1,471件及び耐震改修等276件への補助の実施

■ テレビCM、ラジオ、新聞広告、イベント、防災出張講座等による

耐震化の普及啓発

■ 戸別訪問等を通じた避難路沿道建築物の耐震診断110件及び耐震改修等65件の実施

■ 耐震診断・耐震改修等の実施による住宅・建築物の倒壊リスクの低減

■ 普及啓発を通じた耐震化への関心の向上及び耐震診断・耐震改修の促進

■ 避難路沿道建築物の耐震化による災害時の避難路の安全性・通行機能の確保

■ 住宅・建築物の耐震化促進による人的被害リスクの低減への寄与

434⃣施策ごとの実績と効果



森林所有者による手入れが行き届かず荒廃
した森林の健全化に向け、「県森林環境
税」を財源として間伐等の森林整備を実施

防災・減災

「まもる」
やまなし

重点目標８ 自然災害からの生命・財産の保護

施策18 森林の公益的機能の強化

○荒廃森林再生事業
 荒廃した人工林を間伐し、針広混交林に誘導

○里山再生事業
長期間放置されヤブ化した里山林を整理伐により
再生

気象害・獣害等の被災地 改植実施後

○広葉樹の森づくり推進事業
伐採後、天然更新により森林に回復していない林地
に広葉樹を植栽

林業に適した森林では、国庫補助事業等を活用し、主伐後の再造林を確実に行う
とともに、自然災害に強い森林を育てるため、間伐等の森林整備を実施

主伐

再造林 下刈り

間伐

【適切な森林管理】

整理伐

広葉樹の植栽

荒廃森林の間伐

粘着シート施工状況

立木くん蒸施工状況

伐倒くん蒸施工状況

カシノナガキクイムシ

オ
ス

メ
ス

ナラ枯れ被害地

メ
ス

5mm

水源のかん養や山地災害の防止等の
保安林としての機能が低下した森林
の改良・保育を実施

松くい虫や近年急増したナラ枯れ被害について、森林資源の損失や公益的機能の低
下、 被害木による倒木災害等を防止するため、伐倒駆除等の防除対策を実施

○ナラ枯れ被害対策
本県では令和元年に初めて被害が確認されて以降、全県に被害が拡大したが、
被害木の伐倒駆除や防除対策により被害量はピーク時(R3)の３割まで減少したものの、
依然として多くの市町村で被害が確認されており、警戒が必要な状況

造林補助事業

森林環境税事業

保安林整備事業

森林病害虫防除事業

実績 効果

■ 造林・間伐等による森林の健全化と公益的機能の維持・発揮

■ 森林病害虫防除や鳥獣被害防止対策による森林被害の拡大防止

■ 水源かん養、土砂流出防備等の機能強化による山地災害リスク低減への寄与

■ 安全で安心な県民生活を支える森林環境の形成

■ 造林補助金や森林環境税を活用した造林・間伐等の森林整備、侵入防止柵の設置等

による鳥獣被害防止対策、1,497haの実施

■ 松くい虫、ナラ枯れ等に対する森林病害虫防除4,913haの保全面積

※値は単年度の実施面積

指標
当初
（R1）

実績
（R7）

目標
（R7）

指標15：森林整備の実施面積 （ha） 6,248 6,410 6,787

444⃣施策ごとの実績と効果
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堤体法面保護工
植生シート

防災・減災

「まもる」
やまなし

重点目標８ 自然災害からの生命・財産の保護

施策19 農村地域の防災・減災対策の推進

令和2年度から令和7年度までに30箇所を実施（累計69箇所）

ため池改修により大規模地震時の耐震化対策や豪雨対策を実施

ため池改修

五町田ため池（北杜市） ハザードマップの周知、緊急時の連絡体制の強化

全ての防災重点ため池のハザードマップ作成、公表
→ ホームページ掲載や公民館掲示により

地域住民への周知が図られた

緊急時における体制の構築
→ 県 ⇔ 市町村 ⇔ 管理者 の連絡体制を整備
→ 地震発生後におけるため池点検要領の設定

ため池サポートセンターの設置
→ 山梨県ため池サポートセンターの専門スタッフ

による保全管理の技術的支援

管理者に対する現地研修

ハザードマップの公表状況

防災重点ため池整備のロードマップ

35 39 43 47 53 58 63 69 77
89

54 50 46 42 36 31 26 20 12

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H30まで R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R9 R12

整備済ため池数 要整備ため池数

対策後対策前

ハード対策

ソフト対策

実績 効果

■ 耐震化対策の実施による大規模地震時や豪雨時のため池決壊リスクの低減

■ 下流域における浸水被害リスクの低減と農村地域の安全性向上

■ ハザードマップの作成・公表による住民の避難判断・避難行動の支援

■ ため池サポートセンターによる保全管理体制の強化

■ ハード・ソフト一体の対策による農村地域の防災力向上

■ 防災工事等推進特別措置法に基づく防災重点農業用ため池89箇所の指定

■ 全ての防災重点農業用ため池におけるハザードマップの作成・公表

■ ため池サポートセンターの設置による専門技術者の保全管理支援の実施

■ 五町田ため池をはじめとする防災重点農業用ため池69箇所の耐震化対策の実施

指標
当初
（R1）

実績
（R7）

目標
（R7）

指標16：防災重点農業用ため池の耐震対策済箇所数 （箇所） 39 69 68

454⃣施策ごとの実績と効果




